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宿泊分野における外国人材の受入れ

○ 宿泊分野は、現在、技能実習制度及び特定技能制度の対象となっており、特定技能制度による受入れ見込数は、
23,000人とされていたところ（202９年３月末まで。技能実習制度については受入れ見込数なし）。

○ 今般、技能実習制度が発展的に解消され、育成就労制度が2027年4月から新たに開始されることに伴い、新たに
対象各分野毎に、受入れ見込数、対象となる業務、受入れにあたっての要件等を定めた分野別運用方針を策定するこ
ととなり、宿泊分野においても、業界団体と調整の上、分野別運用方針の策定を行ったところ。

〇 宿泊分野の受入れ見込数については、生産性向上や国内人材確保の取組を行った上でなお不足する人手不足数を
基に算出し、特定技能14,800人、育成就労5,200人とする。

宿泊区分

フロント業務
• チェックイン/アウト、周辺の観
光地情報の案内、ホテル発
着ツアーの手配 等

企画・広報業務
• キャンペーン・特別プランの立案、
館内案内チラシの作成、HP、
SNS等による情報発信 等

接客業務
• 館内案内、宿泊客からの
問い合わせ対応 等

レストランサービス業務
• 注文への応対やサービス（配膳・片
付け）、盛りつけ等の業務 等

宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客及びレストランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務

特定技能１号：1,968人 特定技能２号：30人 技能実習：2,830人
※特定技能はR7.12末時点 技能実習はR7.12末時点

宿泊分野の特定技能制度・育成就労制度で従事する業務宿泊分野の特定技能制度・育成就労制度で従事する業務

【参考】 現在の宿泊分野の受入数

宿泊分野の概要と受入れ見込数

宿泊分野の転籍制限期間 宿泊分野の受入れ施設要件１年
特定技能及び育成就労外国人の受入事業者は、次のいずれの要件も満たす場合とする（民泊は対象外）。
① 旅館業法第３条第１項に基づく旅館・ホテル営業の許可を受けていること。
② 風営法第２条第６項第４号に規定する施設において就労させないこととしていること。
③ 風営法第２条第３項に規定する接待を行わせないこととしていること。なお、その確実な履行を図るため、
必要な措置を講じること。

育成就労制度においては、外国人本人の意向による転籍が
認められており、転籍制限期間については、政府の方針として、
１年とすることを目指しつつも、当分の間、分野ごとに、その業務
内容を踏まえて、１年から２年までの範囲内で設定する。

※特定技能・育成就労ともに同様に規定。有識者による指摘を踏まえ、下線部を新たに追記

受入れ見込数以外の主な要件（分野別運用方針に記載）
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